
事業番号 3-34-(1日

文部科学省 J- r 早宮ステーション補給機 (HTV)

研究開発局 ー 淵 蓋 宇S.航空分野の研究欄発.利用の粗 l鮒

宇宵開発利用課 平成9年度 恒 細利用鮎 佐野太

@ -,.@

□直接実施

ロ業務委託等 (委託先等 : )

r補助金 的日夏:≡>間接〕̀ (補助先 :(独)字音航空研究開発機構 実施主休 :同左)
<ロ貸付 (貸付先 : )□その他 ( )

漸 p~ 2(恕JH J搬 2(盟.I" f瀞 o(o)/o【※1】 漸 o(loE).(2三 〇;

浦 のーp 2105 l さ恋 0 書髪 ll望.e) le,p〟濃_ 177,816千円 深 鷲儀 謝 34ーll9XT 円

王.L- ･9,0,4* (;,,f# ,独立行政法人通則法第44条第1項の規定に基づく積立金 -,/I:ll, 妻==-.I;;架､

p JJ=lJこ㌢ L 国際宇宙基地協力協定に基づき.国際宇宙ステ-i,∃ン (rSS)の運用において日本の義務とさ

れている lSSへの物資補給を､宇宙ステーション補給磯 (HTV)による輸送によって実施するも
のである○特に､平成22年に予定されているスペースシャトル退役後は､大型船内機器及び船外機器
を輸送することのできる唯一の輸送手段となるため国際協力である lSS計画の運用 .利用に不可欠
な役割を担う○

,Fl (独)宇宙航空研究開発機構 (JAXA)

,1=-～/～iJj!謎 洗 国際和束に基づき､国際宇宙ステ-シヨン (tSS)の運用に必要な役割分担を､我が国は､字音

ステーション補給機 (HTV)による食料や実験機器等､物資の輸送で履行○毎年l機の打上げが約
束となっている○このため､HTVについては､ JAXAがこれまで蓄積されてきた国内宇宙企業の
先端技術を結集して開発し､平成21年9月1l日に､.H-ⅡBロケット試鼓棟によるHTV技術実
証横の打上げを実施､ lSSへの第1回物資祷給ミッションを完了し.11月2日大気圏への再突入
によって無事全ミッションを完遂した.

平成22年度概算要求亀 人件費

+ 25,981 百万円 概算人件費職員構成 (平均給与×従事液 従事職員数員数)

磯 酵 勝 章駄 2百万円 担当正聴員 2,ー33l千円 0.4i人

重きr駁,.:;.--/--3, 25.983百万円 臨時職員他 -1千円 -I人
年 度 総 額 地方公共団体の裏負租がある場合､概算の総額

H1g(決算額) 17,815
1.覗.A 3

H20(決算見込額) 21.545
H21(当初予算) 24,829
H21(補正予算)
H22概算要求 25,981

! ･ 塗一, 国際宇宙ステ-シ∃ン開発費補助金の内数(負担割合 ..loo艶)

J国際宇宙ステ-シヨ>'補給塘 (HTV)運用機の開発 25.981百万円
HTV運用1号機 15,177百万円
HTV運用2号棟 5.905百万円 p
HTV運用3号機 2,078百万円

≡-J..▲
HTV運用4号枚 563百万円

【※1】括弧内は現役出向者汝であLJー外Ztである.
【繋2】政事rま.官庁oBのみの役且朝il雀荘である.



事業番号 3-34-(1)

宇宙ステーション補給機 (HTV)

早宮･航空分野の研究･開発

早宮開発利用旺長 佐野 太

国際宇宙ステーション計画は､日本､米国､欧州､カナダ､ロシアの5極共同(15ヶ国)での平和
目的の国際協力プロジェクト｡我が国は､国際宇宙基地協力協定の下､日本実験棟 rきぼうJ及び寺
領ステーション補給機 (HTV)の開発 .運用をもって参加しており､国際的な信頼関係の継承のた
め､国際約束上の義務を着実に履行していくことが必要である｡

ISS全体の運用は参加各国が分担することとなっているが､我が国はこの分担義務を､国産輸送
塊であるHTVによる物資輸送で履行することとしている｡特に､米国により平成22年のシャトル退
役が発表され､同退役以降は､当面HTVが唯一､国際宇宙ステ-シヨンへの船外機器 ･大型船内機
器の物資補給能力をもつ輸送機となることから､他の ISS参加各極がHTVによる物資輸送を活用
することになる｡

HTVの開発に際しては､約100社が参加し､我が国の宇宙関連企業の先端技術を結集して開発
を進めてきている｡

【活動指標名】/ 年度実績 .評価 J単位

平成21年9月にH-ⅡBロケットによりHTV初号機 (技術実証機)を打ち上げ､順調に国際宇
宙ステーション(JSS)への物資輸送を完遂した｡また､スペースシャトル退役後に大型船内貨物や
船外貨物の JSSへの輸送能力を保有する世界で唯一の輸送能力を獲得した｡なお､平成22年度以
降に打上げ予定のHTV2号機 (運用1号機)以降の製作は計画どおり実施されている｡
※1:HTV以外の輸送機では､結合部の開口径の大きさから直径約0. 8m以内 (60cm四方)の
物資しか輸送することができないが､HTVは最大約 1. 2m四方の物資を輸送することができる｡
※2:船内環境 (l気圧)ではない真空環境下で輸送される rssの船外に設置される装置等

[目標]
国際約束及び字音基本計画 (平成21年6月 宇宙開発戦略本部決定)に基づき､ ∫SSの運用に

必要な物資輸送 (美顔装置､水､食料等)を行うために､HTVを年に1磯ずつ打ち上げる｡これを
通じ､基幹ロケットの打上げ実績及びHTVによる高度な運用技術を蓄積することで､他の先進国に
伍する我が国独自の信頼性の高い宇宙輸送システムを確立する (平成27年度まで合計7機)
[現状の成果]
HTVについては､本年9月11日に技術実証機の初めての打上げを行い､同18日に ISSへの

結合した｡その後､運搬した物資の搬入や実験装置の ISS-の移設を完了し､ 11月2日､大気圏
への再突入によって無事全ミッションを完遂した｡

【成果指標名】/ 年度実績 .評価 l単位
【独立行政法人宇宙 空研究開発機群の業務の実
倭に関する評価 (HTV関連項目)】
労 ;̂中期計画通り､または中期計画を上回って尾行し､中期目標に向かって順調､
げているD

･国際宇宙ステーション (lSS)の国際協力の一環として､平成21年度の技術実証機による初の
ISSへの物資補給ミッションを無事成功させた｡平成22年度以降に打上げ予定の運用機の製作は
計画どおり実施されている｡

･平成21年10月にはHTVの開発によって得た成果 (近傍接近システム)がNASAの輸送機に
採用された｡今回の契約は､ 9月のHTV技術実証機の成功で実証された高い技術力が評価されたも
の｡

ロシア､及び欧州宇宙機構 (ESA)の補給機 (ATV)とHTVとの補給能力の比較

HTV ATV (ESA) プログレス (ロシア)
補給能力 6トン 約7.5トン 約2.5トン
補給貨物 大型船内貨物､船外貨物 船内貨物 ･燃料 船内貨物 ･燃料
開発費 約700億円 約1,800億円 (非公表)
輸送コス ト 約47億円/ トン 約69億円/ トン 約58億円/ トン

･X米スペースシャトル引退後は､他国の補給棟では韓送できない物餐 (大型船内貨物や船外貨物)に
ついて､我が国のHTVのみが輸送可能｡



宇宙ステーション補給機 (HTV)

..‥.禦 空慧ニモ禁附ミ.:,
○ 国際宇宙ステーション(ISS)の運用に必要な役割分担を､我が国は､

宇宙ステーション補給機(HTV)による食料や実験機器等､物資の輸
送で履行｡

O HTVについては､これまで蓄積されてきた国内宇宙企業の先端技術
を結集して開発｡

【運用状況】
平成21年9月11日 HIIBロケット試験機によるHTV技術実証機の打上げに成功

9月18日 国際宇宙ステーション(ISS)への結合に成功
10月31日 国際宇宙ステーション(ISS)から離脱

○ 平成22年度以降､HTV運用機をH｣IBロケットで年1機ずつ打上げ予
定で､平成22年度はHTV運用機の製作等を継続｡

想定している成果

○ 国際約束に基づき､ISSを運用利用するために必要な水､食料､衣類

や実験機器等の物資を輸送するために､HTVを年に1機ずつ打ち上
げる｡(平成27年度まで合計7機)

○ 特に､平成22年に予定されている米国スペースシャトル引退後､船外
貨物及び大型船内貨物をISSに輸送できるのはHTVのみとなる0

=}他の先進国に伍する我が国独 自の信捜性 の高い

宇宙輸送システムを確立

国際宇宙ステーション(lSS)下方10mへ
到着したHTV(9月18日)

国際宇宙ステーション(lSS)への
HTVの結合(9月18日)

基礎データ

開発機関:JAXA
打上げ年度:平成21年度から年1機打上げ予定(計7機)

(主要諸元)

全長:約10m

直径:約4.4m

全体質量:約16.5トン

搭載補給質量:約6トン



⊥_雌圭

日本､米国､欧州､カナダ､ロシアの5極(15カ国)共同での多国間条約である国際宇宙

基地協力協定に基づく､平和目的の有人宇宙ステーション開発プロジェクト｡

2_｣王農
昭和59年 レーガン大統領による宇宙基地計画の提唱

昭和63年 日､米､欧､加の4極間で宇宙基地協力協定に署名(翌年国会承認)
平成10年 日､米､欧､加､露の5極間で新しい宇宙基地協力協定に署名 (同年国会承認)

同年､ISS建設開始(ロシアによる最初のパーツ打上げ)

平成20年3月 日本実験棟｢きぼう｣船内保管室打上げ

6月 ｢きぼう｣船内実験室､ロボットアーム打上げ

8月 ｢きぼう｣船内での科学実験等の開始

平成21年7月 ｢きぼう｣船外実験装置打上げ､｢きぼう｣完成

9月 宇宙ステーション補給機(HTV)技術実証機打上げ

平成22年9月 米･スペースシャトル引退(予定)

呈｣ヨ本人宇宙飛行士の搭乗計画

平成21年3月～7月 君田宇領飛行士 長期滞在(4ケ月):完了

平成21年12月～ 野口宇宙飛行士 長期滞在(6か月間)

平成22年3月 山崎宇宵飛行士 滞在(2週間)

平成23年春～ 古川宇宙飛行士 長期滞在(6か月間)

4.我が国Q)国吸艶東上の役割

{ 日本実験棟｢きぽう｣の運用.科学研究等

■ 宇宙ステーション補給機(HTV)による物資補給

○ 補給物資をISSへ輸送することにより､ISSの運用分担義務を履行

○ 平成21年9月11日､HTV技術実証機のH｣IBロケットによる打上げ:完了

○ 平成21年度以降､各年度1機のペースで計7機のHTVを打上げ

El太美顔煉｢きぼうJ (全長~‥21m 覚皇=約27トン)

ヽ 轄rt

◆●...".-←I.."- ■●●㌧平成20年3月打上げt暮◆●
◆● ■●● 叫....船外実顔

2便船内ロボ平成...hh "-■ĥ◆.官職 - ...:装置



･▼ ～研究開発局 a;..義-r!=:-､=--2宇宙.航空合- 軸 .開発.利用の推進l畿 搬

- 宇宙開発利用課 -- 喜一.;-≡平成15年度 匡 奮闘発利用課長 佐野 太

宇宙基本法 第13.18,19条独ゝ立行政法人手宙航空研究開発横構法 第一8条第1項第3.7号 義 E-_.=.=; 宇宙基本計画 (平成21年6月 宇宙開発戦略本部決定)等

口直接実施

･ロ業務委託等 (委託先等 : )

■補助金 CrLa頃 間接〕 (補助先 =(敬)宇宙航空研究開発機構 実施主体 =同左)

･ロ貸付 (貸付先 : )口その他 ( )

憩 ､ 挙頚 姦 藁 し 2(忠.Ill )鰻 薦 幾 2(eL111 一勝 o(lej"/o 淑 7 0(re).,/2
発 一."-. 2105 J撫 紛 惚 ) F機 鮒 .77一816千 円 溜 躍 J 34,lr聖子円

迷 遜 J済 ..′'I.:I ･9,0.4百万円(汰,隊 独禁 纂 謹 賀 %44警 1無 賃 籍緩 ‥還琵誓ご苦言…E=喜…器琵書き蓋諾言霊芸詣三警
<莞

5..-= ….-撃､ 繋 ｢ i5回J ス_､ ′の '7 一 一 ､一p . JI .

陸域.海域観測衛星の開発や､国際的枠組みの中で気候変動観測等に貢献するセンサの開発等を行う○また､我
が国が世界をリードする独創的な科学研究成果を創出し､未知なる宇宙の解明に資するため､宇宙天文学等の宇
宙科学分野における衛星開発を推進する○

115皇匪細事に菅する障土盛勧fBlI衛畢

【陸域観測技術衛星3号｢だいち3号｣(ALOS-3)】(平成26年度打上げ)
平成18年一月に打ち上げた陸域観測技術衛星｢だいち｣(ALOS)で実証された合成開口レーダ技術､光学センサ技

術等を発展させ.災害時の情報把握や地殻変動の予測.監視､国土情報の蓄積等に資する衛星の開発を行う.
2三割穿化問孟巨等に育献する地政.覆土妾朝馴備置

霧 ま じ 蕗 頚 署 【全球降水観測計画/二周波降水レーダ(GPM/DPR)】(平成25年度打上げ)[日米共同]

【喜エアロtJ'ル放射ミッション/雲プロ77イlルrL'-ダ(EarthCARE/CPR)】(平成25年度打上げ)[日欧共同】

【気候変動観測衛星(GCOM-C)】(平成26年度打上げ)[日米欧共同】国際協力を通じて､降水量や大気中の雲.エアロゾル､植生､雪氷､海色などのデータを全球規模で詳細に観測し 気候変動メカ-ズムの解明や 気象予測の精度向上等にエ献する
ミ喜 ･響 ,..-,那 ,義
A .ヽ;く3集推 措 術 の小畑 I ._月二擢 要言fF【相乗り実証衛星(SDS)】

で事前実証を行うことにより､先進技術の宇宙での利用における可能性を評価する.

十･に講鋸や1.%-荒､<£宅m 琴蔓､貸Vやさ夏4i廿呆参り-ドする宇宙科学衛早

【X線天文衛星(ASTR0-日)】(平成25年度打上げ)亡日米共同】
【電波天文衛星(ASTRO-G)】[多国田EI共同]
【水星探査計画(BepiColombo)】(平成26年度打上げ)[日欧共同]
【小型科学衛星】(平成24年度打上げ)
【小惑星探査研究｢はやぶさ2｣】

隻 電波やX線による天文戟測により､星の形成メカニズムや銀河.の活動､宇宙の大規模構造やブラックホールの進化の解明などを図るとともに､惑星や小惑星などの太陽系観測.探査を行い､宇宙科学研究の発展に責献する○

㌔.--駆 平成22年度概算要求鏡 ( 人件費

難 M;l鰯 邸 喋琴欝麹墜 1 百万円 l過当正職員 l 7叫 千円 l o.1l 人

獲 1曳､Mg 年 度 総 額 地方公共団体の蓑負担がある場合､概算の総簸
ti Hlg(決真:負) 3,310

･l--.-1Qb.玩 -I--;-I--L三
滝 海潜 ソl H20(決 算見 込 板 ) 6,213

∴ H21(当初 予 算 ) 7.579 I
H21(補 正 予 算 )

_､ <綴 H22概 算要 求 8.963

○(独 )宇 宙航 空 研 究 開発 機構運営費交付金の内教
陸 域 観 測 技 術 衛 星 2号 ｢だいち2号｣(ALOS-2)1,986百万円､陸域観測技術衛星3号｢だいち3号｣(ALOS-3)100

百 万 円 小 型 実 証 衛 星 60百万円 X 天文衛星(ASTR0-日)lOO百万円 電波天文衛星(ASTRO-G)O百万円 水
+ 星 探 査 計 画 (Bep'rColombo) 2,010百万円､小型科学衛星 760百万円､小惑星探査研究｢はやぶさ2｣50百万円

○ 地 球 観 測 シ ス テ ム 研 究 開 発 費 補 助金の内数(負担割合:100%)
全 様 降 水 観 測 計 画 (GPM/DPR) i,621百万円､雲エアロlJ'ル放射ミ.3シヨン/雲プロフアイリンル ーダ 950百万円､気候変動

【38:1】措社内Ii:現役出向者魚であtJ.外政である.
【※2】政幸は､官庁oBのみの役AqR軽症である.



担 当 嘉 叢 梓 部科学省 業 考を衛星打上げ (平成24年度以降打上 ず分)

教 書買 研究開発局 護襲準 素案 蕪ゝ~宇宙一- 分野の醜 欄 先.利用の推進f桑藻 伴鹿妻隼蒸 篭を;㌔;;

- A､終 賢 宇宙開発利用課 ;紳 海 草崖 平成1緯 度 拝 啓開発利用課長 佐野 太

wi~JJiこ′Lv<〉r;汚Y､I/㌻-Y,IL 小.1.ili<宇監視隼に管する陸.蛙観測衛暑
r~ニーズへの対応のために不可欠なものとなっているCこのため､広域性と高分解能を両立した観測センサを開発す

2.温暖化問題暮I=育献する肌戎琵撞観測衛犀

ニケTTY=H_汁ナノ 裟鰍漂 .p ミキ.㌔- く 水循環や気候変動を把握するため.=は､降水量や大気中の雲,エア｡ゾル､植生､雪氷､海色などのデータの正:確な把握が必要である○このため､米国や欧州と協力して､これらの観測を高精度に行うセンサを開発し､衛星を打

けち上げて観測を行う必要がある○
13,境誰括柿の小娘擢書評

宇宙機に係る先進的な技術については､相乗り衛星(約100kg以下程度)等により事前に軌道上実証を行い.先進技術の宇宙での利用における可能性を評価する必要がある○

ミr
電波やX による天文 測や惑星 '査により､ 持そのものの理 学 に がる 界トップレベルの .学的

_の創出を目指すため.宇宙科学衛星の研究開発を行い､打ち上げて観測を行う必要がある.特に､惑星観測について､衛星の小型化(200-400kg程度)を図り､より安く､早く､挑戦的な宇宙科学研究の実施に資する必要がある.

､他省庁i:Y

､【全球降水観測計画/二周波降水レーダ(GPM/DPR)】
米国航空宇宙局(NASA)が衛星本体及びセンサの開発を担当.二周波降水レ-ダ(DPR)をJAXAと情報通信研

究機構(NⅠCT)が共同開発.
藍エアロt/ル 射ミッション/曹プロ77イリングレ-9'(EarthCARE/CPR)

港 ,壱 /: 占~嘉 体･こ.∴良問 欧州宇宙機関(ESA)が衛星本体及びセンサの開発を担当○雲プロファイリングレーダ(CPR)をJAXAと情報通信
研究機構(NlCT)が共同開発.
【気候変動観測衛星(GCOM-C)】

等 と ぬ連携 ′"二∴役 勧分担 米国NPOESS(極軌道環境衛星システム)､欧州METOP(気象実用衛星)と協調して観測を行うQ
【X線天文衛星(ASTRO｢-H)】

蛋-Y､ 三′う.妄;Y-‥:;};;i -_′､く*:

米国航空宇宙局(NASA)がセンサの一部開発を担当○
【電波天文衛星(ASTRO-G)】
米臥 欧州､韓国､中国､豪州､南アの地上観測局と協力して観測を行う○

【水星探査計画(BepiColombo)】
日本は水星磁気圏等の観測を行い､欧州は水星表面地形等の観測を行う○

矢.ノ **& 【活動指標名】′ 年度実績 .評価 F単位 Hl8年度 H19年度 H20年度(シーン致) l 2,367 17,615 34,773

枚測 緊急l (馴1g8,E外28,,.in"48,6如 2, 55
ぎノ.- 行軍∴.㌔ l % .lOO 100 一oo

註r I:賢'てこ;套､.㌢､:a:: 轟音義成果孝キした〔な 成 果ぴ与 奮いか∵∴?: 1511皇EEt相等l-管する睦域専守測衡墨

広域性と高分解能を両立したセンサの性能向上､分析方法の高度化､処理時間の短縮等の技術を開発.導入す

る｡また､rだいち｣が実施している大規模災害時の観測データの提供等の国際貢献等の取組を継続し.｢だいち｣で法われた地図作成 森林Et視 由美 資源探査等について幅広い利用機Aを提供する

賢,-3V, Lf.:.? =.=-:i 重どiIA.t ≡妄Li]=≡E-云地球環境変動に係るデータを観測するためのセンサ技術等を確立する この先進的なセンサを衛星に搭載し 実

計画(GPM)では､3時間毎の全球の降水マップの作成を目指す)
3先進韓鯨の小韻 提 要証

H一皿A及びH-ⅠⅠBロケットの打上げ余剰能力を活用して打ち上げる相乗り衛星 (約100kg以下程度)に各種の先進技
術を搭載して軌道上で事前実証を行うことにより､先進技術の宇宙での利用における可能性を評価するO

一 .=4= .. =三 :-=高精度な天文観測,惑星探査を行い､未知なる宇宙の解明に貢献し､世界を先導する科学研究成果を創出する○
(例:X線観測では従来と比べて感度を2桁上昇させる､惑星観測では小規模な衛星 (重量200-400kg程度)により
高精度なデータを獲得する.等を目指す)

賢:_二二を､.{こ.:ゲ:? 【成果指標名】′ 年度実績 ,評価 1単位l HIB年度 H19年度 .l H20年度

モAbLSSq賢35fBliSgiBデ研究開発埋帯の菓如 実#'=断 る獅 1 S
価l A S A

吉荒 謡 Ê,;紬 空研究捕先機構の糊 の真如 断 る評価f s A A

鷲,､,1∵ .∴㌦

l At A l A

裕治t平方1b 蘇 こて坪野 ;いずれの衛星についても概ね順調に計画が進捗していると評価している.ただし､電波天文衛星(ASTRO-G)については､技術的な課題が判明したこと等を踏まえ､当面は課題解決に向けた検討を行う必要があると評価している○

監串革､/- 串.

練潤I/).ち釜i叫 辛.の務畢た取 義貞/-..筆隼.≡ 今 .rlの に たっては､ しく 頂､ 直し､ LJ 白かJD又重 な. TTつとい.) .

全体の方針に従って､宇宙予算全般についても厳しく見直しを行った○

特に､電波天文衛星(ASTRO-G)については､技術的な課題が判明したこと等を踏まえ､開発費に係る概算要求



平成24年度以降に打上げ予定の人工衛星の開発について

〔

宰領基本計画(平成21年6月 宇盲開発戦略本部決定)を踏まえ､地球規模の環境問題の解決や､世界トップレベルの科学研究成果の継続的

な創出等に資する宇宙開発利用を推進する｡

1,災害監視等に貢献する陸域親測衛星

塵盤観測連衡衛星2号｢だいち2号｣(ALOS-2)̀ 20億円(10億円)
睦盛観池捜魅衛星3号｢だいち3号｣(ALOS-3) 1億円(1億円)

[総開発責:｢だいち2号｣383億円､｢だいち3号｣未定]

二 ::: 二∴ -_ ∴ -_二: :賀 - _: _1 -

2.温暖化開溝等に衰献する地球環境親測衛星

全様降水観迦鼓画∠ニ周波降水レーダ(GPM/DPR)16億円(16億円)

日米共同 [給開発費:175億円]
rlヽlJ｣｣_r=lJ__ヽ小 ▲_l...i_JJ.-⊆:コIl-L⊥▲lL._._̀=･.lJJ.-1=.--±･.lrP-I,Jp_上ーrTJE,l▲一口ヽrl.I
日米共同プロジェクト｡主衛星と8機の副衛星で高精度な降水観測
を行い､降水のメカニズムや気候変動が降水に及ぼす影響の把撞
等に貢献｡我が国は主衛星に搭載する二周波降水レーダ(DPR)の
開発等を行う｡平成25年度打上げ予定｡

曇工即 ゾル放射ミッション/雲プロフアイリンル ーダ 9億円(4億円)

(EarthCABE/CPR) 日欧共同 [総開発費:68億円]
日欧共同プロジェクト｡大気中の雲･エアロゾルについて､詳細な

三次元分布を観測し､そのメカニズムの解明や､気候変動や気象
予測の精度向上等に貢献｡我が国は雲プロファイリングレーダ
(CPR)の開発等を行う｡平成25年度打上げ予定O

転

気候変動鹿測衛星 (GCOM-C) 13億円 (13億 円)

日米欧共同 [総開発費 :314億 円]

植生､雪氷､海色など気候メカニズムを解明する上で有効な

炭素循環･放射収支等に係るデータを､全球規模で長期間･継

続的に観測し､地球環境変動の予測精度の向上等に貢献する｡
平成26年度打上げ予定｡

3.先進技術の小規模実証

迫真吐実証衛星(SDS) 0.6億円(0.6億円)
H一正Aロケット等の打上げ余剰能力を活用して打ち上げる相乗り衛星に各種先進技
術を搭載して軌道上で事前実証を行い､先進技術の宇宙利用の可能性を評価する



最近の衛星利用の成果例

温室効果ガス観測技術衛星｢いぶき｣による成果
Ir本年1月打上げ｡

L巧温室効果ガスの濃度分布を把握することにより国際的な温暖
化防止の取組み (低炭素社会の実現)に貢献｡"
･環境省･国立環境研究所との共同プロジェクト｡

J本年5月に二酸化炭寮の平均濃度分布図(未検証)を速報値と
して触表｡今後､珊 的にデータを追加する】とともに､検証作

業を経TGi､全世界約5万6千の観測点r,=お仕るデータを研究卦
などに提供ずる予定

王酸化炭素の平均滞度[未棒正値]
(4瀬20日-4月28日の観測データ)

璽 - I. 良



(予算担当部局用)

事 業 番 号 3-34

(独 ) 宇 箇 航 空 研 究 開 発機構② - そ の 他 宇 宙 ス テ- シ ヨ ン補 給 機 (H T

v ) ､ 衛 星 打 上 げ (24年度以降 打 上 げ分 )

平成21年度当初予算額 平成22年度概算要求窺

【宇宙ステーション補給機 (HTV)】
･補給機を27年度まで毎年1機､合計7機打上げる計画となっており､これら
の製造費だけでも毎年約120億円と莫大｡
なお､宇宙ステーションのうち､日本分担の実験棟 ｢きぼう｣の開発費は､
7,225億円｡毎年の運用費は400億円 (1日あたり1.1億円)

･ステーション本体に莫大な経費がかかっていることもあり､打上げ時期が決
まっているHTVについて前倒しして予算を措置する必要はなく､打上げ時
期に合わせて製造スケジュールを調整し､来年度の予算を縮減すべきではな
いか｡

【衛星打上げ (24年度以降打上げ分)】

･24年度以降に打上げが予定されている衛星は10衛星ある｡これらの22-25年
度の開発､打上げ､運用等に係る費用総額は約1,700億円｡26年度以降も開発
費を要 し､更に打上げ後も多額の運用費が必要｡

･開発衛星の用途は､例えば､水星を探査する衛星などであるが､こうした衛
星は､国民生活にどのような利益をもたらすかを検証する必要があるのでは
ないか｡

t極めて厳しい財政状況の下､他に優先して国費投入する必要性はあるか｡開
発に一刻を争う必要はないのではないか｡

･国の予算全体の ｢選択と集中｣の観点から考えれば､衛星の打上げ時期の
延期や開発の凍結を行うことで､開発予算の大幅な縮減を図り財源を捻出
すべきではないか｡

(注)宇宙基本計画に位置付けられ､24年度に打上げ予定だった電波天文衛
星 (ASTRO-G)について､今般､文科省は開発を中止している｡
このように一旦決まった計画でも､変更があり得る｡




